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北海道大学 1991.12 

我が国レストラン企業の
競争戦略一組織特性一組織成果に関する

実証研究

平本健太

序本研究の目的

現在の厳しい経営環境の下で，企業が競争優

位を獲得・維持し，一定の組織成果を挙げてい

くためには，明確な経営戦略とその経営戦略を

実現するための組織特性が展開されなくてはな

らない。このため戦略論や組織論の分野では，

現在までに経営戦略組織特性聞の関係の解明

が試みられてきた。研究に際して，経営戦略は

全社戦略(いかなる事業分野に参入するべきか

に関する決定)と競争戦略(ある事業分野にお

いて同業他社といかにして競争するべきかに関

する決定)という 2つのレベルに区別されてき

たが九経営戦略一組織特性間関係の解明を志向

したこれまでの研究の大部分は，全社戦略と組

織特性との関係を分析したものであった。他方，

後述するように競争戦略と組織特性との関係に

ついての研究は最近になってようやく着手され

たばかりであり，実証研究は極めて少ないのが

現状である。

また，競争戦略と組織特性の関係についての

数少ない実証研究も，その大半は製造企業を対

象とするものであり，サービス企業を対象にし

たものはほとんど見当らない2)。

したがって，本研究においてはサービス企業

を対象として競争戦略と組織特性の関係につい

1)ホファー&シェンデlレ(1978)，石井他 (1985)参

照。

2 )レビニアク，ジョイス&スノウ (1989)，p.16参照o'

ての実証分析を試みたい。具体的には，今日成

熟市場の中で激しい競争を展開している我が国

のレストラン企業を対象として，

1 )特定の競争戦略を実現するために適合的

な組織特性が存在するのか否か，

2 )競争戦略と組織特性との聞に適合関係が

維持される場合には，より高い組織成果が

実現されるのか否か，

の2点を明らかにすることを研究目的とする。

これらの研究目的を達成するために仮説が提示

され，その検証が行われる。

I 先行研究の検討

本節では，競争戦略組織特性組織成果間

関係を扱った 5つの先行研究を簡潔に検討し，

それらの問題点を明らかにしたい。

1 .ポーターの研究3)

彼によれば，競争戦略とは「業界内で防衛可

能な地位をつくり，業界内の競争要因(新規参

入業者，供給業者，代替品，買い手，競争業者)

にうまく対応し，企業の投資収益を大きくする

ための攻撃的または防衛的アクションJ4)のこと

である。①競争優位のタイプ(低コスト追求に

よる競争優位か差別化実現による競争優位か)

と@戦略ターゲットの幅(広い市場セグメント

をターゲットとするのか狭い市場セグメントを

3 )ポーター (1980，1985)参照。
4 )ポーター (1980):邦訳p.55。
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ターゲットとするのか〉の 2次元によっ

され，業界で平均以上の組織成果を実現し得る

基本戦略として，彼は，1)コストリーダーシ

ップ戦略， 2)差関イ七戦略， 3)集中戦略の3

つを提訴している。各戦略はそれぞれ①と己主の

次元において異なっている。

このうちコストリーダーシップ戦略は， 1民コ

ストを志向す争こと守譲争紹手に対し優位に立

つことを基本目的とする o 効率的な規模の生康

設爾，経験の欝積によるコスト削減，コスト-

f渇接費の管理，零籍顧客との取引回避， R&D. 

サービス・セールスマン・広告などのコスト最

小北の徹賎埠求といった一連の政策を実fTずる

ことによりコスト閣でのリーダーシップを確保

する戦略である。

次の麓別化戦略は，自社の製品・サービスを

藻別化して，業界内で特異，ユニ…ク，あるい

はオリジナルであると見られるものを部遣する

ことを基本語的とする O 差別化戦略においても

コストを無視することはできないが，コストが

第 Iの戦略畏約で、はないのである。製品設計や

ブランドイメージ，テクノロジー，製品の特撮，

ピス，ディーラーネットワークなどに

ついての楚潤色を実現することにより，

平支守的髄格より高い儀格設定が可能となる。

最後の集中戦轄は，業界内の市場セグメント

全体ではなく，製品・サービスの種菱重，

議業地域などの饗器に基づいた 1つないし少数

の市場セグメントに企業の資諒を集中するとい

う点で，上却の2戦轄とは輿なる。

セグメントのみを集中的に扱うことにより効果・

効率お逮戒が可能となるのである。集中戦絡に

は，ターゲットとする市場セグメントにおいて，

コスト鐙設を追求するコスト集中戦略(3A)と，

表刻化の築現をi翠る差問化集中戦略(3B)との
2種類がある。

るに，業界内で平均以上の組識成果を挙

げるためにはこれら 3つの基本戦略的いずれか

1つ{あるいは問時に譲数)を泊求しなければ

ならず，基本戦轄のいずれそも実持できないよ
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うな企業は窮地に立たされるむことになる。

以上3戦略の関係は国1に示されるとおりで

ある。

関 1 ボーダーの基本戦略

競争優位
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お所沢一タ-(1985)，邦訳 p.16.

ポーターは，それぞれの基本戦轄を実行する

ために必要となる組織のあり方についても若予

言及している。ぞれによると，コストリ

シップ戦略の実行に必要な組織特強としては，

Q)厳密なコスト統制

ゆ詳細かっ頻繁なコントロール・

母組織と費妊の明確化

目標の達成を厳密に反映した報償制

度

などが提示されており，能方，差別化戦轄の実

行に必要な組織特性としては，

Q)R&D部門，製品開発部門，マーケティン

グ部門間の議室な調整

②定議的尺震によるよりおむしろ主観的測定

による報償秘境

命高熟練工，科学者や能濃的人間を惹きつけ

る挟適d

5)療事事では九tuckin t加工niddle"と表現2されてい
る。
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などが提示されている 6)。

上述のように，集中戦略は特定の市場セグメ

ントに経営資源を集中してコスト優位あるいは

差別化を実現しようとする戦略である。したが

って，この戦略の実行のために必要となる組織

特性は，コストリーダーシップ戦略あるいは差

別化戦略の実行に際し必要となる組織特性のあ

り方を特定の市場ターゲットに適合するべく組

み合わせたものとなる。また，上述の諸特性以

外にも，企業あるいは戦略事業単位が採用する

基本戦略が異なれば，経営資源や熟練，リー夕、

ーシップスタイルさらに企業文化等も異なる点

が指摘されている。

以上，ポーターは，長期的に競争優位を獲得

するための基本戦略を提示し，競争戦略と組織

特性との関係について簡単に記述しているもの

の，競争戦略一組織特性間関係を実証的に解明

してはいない。また，競争戦略と組織特性との

関係が組織成果に与える影響についての分析も

行われていない。

2.デス&デイヴィスの研究7)

彼らは，塗料および塗料関係業界に属する22

社のトップマネジメントを対象として，ポータ

ーの基本戦略を用いて競争戦略一組織成果関関

係の解明を試みた。質問票調査，面接調査，戦

略研究者の意見等の分析の結果，ポーターのそ

れぞれの基本戦略を構成する具体的な競争手段

が明らかにされため。

また，クラスター分析の結果，コストリーダ

ーシップ戦略，差別化戦略，集中戦略のいずれ

かを主として志向する企業グループ，およびい

6 )向上書:邦訳p.60。

7)デス&デイヴィス (1984)参照。

8 )たとえば，コストリー夕、ーシップ戦略の実行に必
要な競争手段は生産の効率，プロセスイノベーシ

ョン，製品の品質管理などであり，差別化戦略の

実行に必要な競争手段はブランドの確立，マーケ

ティング技術・方法のイノベーション，広告など

であり，さらに集中戦略の実行に必要な競争手段

は新製品開発，独自製品の製造能力などである。

ずれの戦略をも明確に志向しない企業グループ

が識別された。これら企業グループ聞の組織成

果の差異が検討された結果 4つの企業グルー

プ聞で収益性と成長性にはともに有意差があり，

いずれかの戦略を志向する企業グループと較べ

て，戦略を明確に志向しない企業グループの組

織成果はいずれの尺度でも高いとはいえないこ

とが明らかにされた。

彼らの研究は，上述のポーターの基本戦略を

因子分析やクラスター分析等の多変量解析手法

を利用して検討し，それぞれの基本戦略を構成

する競争手段を発見し，さらに戦略グループの

聞で組織成果に差異が見られることを明らかに

した点で興味深い。しかしながら，戦略を実現

するための企業の組織特性についてはまったく

考慮されていなしョヘ

3.ホワイ卜の研究10)

この研究は，PIMSデータベースから抽出した

12の多角化企業に属する69事業部を対象として，

競争戦略組織特性一組織成果間関係の解明を

試みた数少ない研究の 1つである。①製品の相

対的価格の高低ならび、に②単位当り相対的直接

費の高低という 2次元によってポーターの基本

戦略が操作化され，サンプル企業は4つのタイ

プ(純コスト，コスト・差別化併用，純差別化，

競争優位なし)に分類されている(図2)。組織

特性変数として①事業部の自律性，②職能責任

の戦略事業単位への集中度，③報告の頻度の3

変数を用い11)，また，組織成果の変数として①投

資収益率と②実質売上高成長率の2変数を利用

している。

9 )林 (1987，p. 266)も，彼らの研究の検討を行ない

「競争戦略ー経営成果の2変数の関係だけを明確

に主張することはできないようである」と述べて

いる。

10)ホワイト (1986)参照。

11) この研究で用いられている組織変数のうち「自律

性」と「職能責任の集中度」の2変数は組織構造

の一般的次元の「集中化」に対応、し報告の頻度」

は「公式イ七」に対応するものと考えられる。
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鼠2 ホワイトによる主義本戦略の分類

波別化のポジション

{製品の格対価格)

{ 誌高

1):!; 
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高

討:l完fi:ホワイト(1986)，p. 226. 

分析必結果，次の点が明らかにされたc戦略

と鑓織成巣の関張については，①コスト・

化併用聖戦絡を採用する食業の投資収益率が…

番高く，窃純燕lIU{t戦略を揺附する

高成長率が一番高い。戦略一組畿特性一組織成

巣の欝係については，こじ結コスト戦略を探用す

る企業で、は，事業警告の自樟性がffi:い場合に投資

収議率が脊震に高い，③純コスト戦略を採用す

る企業では，職能寅授が事業部に集中しておら

ず，他の事業部や本社と共有されている場合に

投資絞殺率が有議に高川@純室長別北戦略を採

用している企業では，職能震任が事業部内に集

頻度が高い場合に投資収益率が有意に高い。

設的新究は，競争戦略一組織特性一組織成果

関関係の解明を試みたものとして評舗できょう。

しかしながら，組織変数としてわずか3変数が

されているにすぎず，また鑑識プロセスに

関する変数については全く考織されていない。

4.ツァの窺究12)

設女は，本研究とよく

12)ツァ(1988)参照。
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米関のレストラン企業91社(また

を対象に競争戦路一組織構造一程議成果関関係

の解明を試みた。分析結楽は，Q)競争戦略より

もむしろ規模や業態が組織構過に影響を与えて

いる，@競争戦略一組織成果関には有意な関係

がほとんど認められない，窃高業績グループと

低業績グループの障には(線用する意義争戦略に

もよるが}部分的に組議構濃の差異が認められ

る，という 3点に要約される。また，この研究

では組織講渚は扱われているものの，組織プロ

セスについては考慮されていない。

5.カウハード&Jレークスの研究13)

被らは，さまざまな産業に属する北米の58事

業部を対象として事業戦略一組織特性一組織成

果間関係の解明を試みた。経営環境，

組織特鷺，程織成果に闘する計?変数聞の関係

を譲べたところ以下の関係が明らかにされた。

命中規模(従業員数1500名"-5000各}

の紐議成果が一番高い，金プロダクトライブサ

イクル (PLC)の或ま延期と衰退鰐においてイン
センティヴを議視した報醗!が採用されているよ七

③PLCの或長期と衰退期においては，
事業部外出身のマネージャー{アウトサイダー)

の比率が20%以上である場合に，またPLCO)成
熟期においては，アウトサイダ←比率が20%米
満の場舎にそれぞれ級織或果が高い，事業部

のトップマネジメントと詫業員の関で事業部の

文化についての認識の葦が少ない場合に組織成

果が高い。

彼らの研究では，事業戦略のインディケーグ

としてPLC，マーケットシェア，差別化の3つ
を用いているが，有意避が検出されたのはPLC
に関連ずるものだけであ抗議争戦略と紘織特

・組織成果との擦係については必ずしも明確:

な関係は箆出されてはいない。

以上5つの研究の概観から問題点を次のよう

ることができると思われる。

13)カウハード&Jレークス(1988)参照。
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①競争戦略一組織成果あるいは競争戦略組

織構造の 2変数聞の関係を競争戦略一組織

特性一組織成果の3変数に拡張する必要が

ある。

②組織構造と同時に紅織プロセスを測定して

いる研究は必ずしも多いとはいえず，組織

特性変数として組織構造と組織プロセスと

を同時に分析する必要がある。

③競争戦略組織特性間関係について一定の

関係が認められている研究と，必ずしもそ

うでない研究が存在するため，これらの関

係の一層の解明が必要である。

④サービス企業を対象とした研究は必ずしも

多いとはいえず，サービス企業を対象とす

る実証研究が必要でーある。

II 仮説の提示と概念の操作化

1 .仮説の提示

競争戦略一組織特性(組織構造と組織プロセ

ス) 組織成果関関係を実証的に解明するため

の準備として，まず検証されるべき仮説を提示

したい。

前述のように，全社戦略と組織特性聞の関係

については現在までに多くの研究成果が蓄積さ

れてきている川。それによれば，全社戦略が異な

る場合，その組織特性もまた異なることが知ら

れている。他方，競争戦略と組織特性との聞の

関係については，現時点では研究がいまだ十分

には行われてはいない。しかしながら，前節で

検討した先行研究のうちいくつかは，競争戦略

と組織特性との聞に一定の関係が存在すること

を部分的にではあるが示しているように思われ

る。

本研究の対象企業はすべてレストラン産業と

いう同ーの活動領域に属している。しかしなが

14)全社レベルの戦略と組織特性の関係を扱った研究

については，ガルブやレイス&ネサンソン (1978)

の3章から 6章において詳細な文献サーヴェイが

行なわれている。

ら，その活動領域内で追求される競争戦略が異

なれば，展開される組織特性にも相違が見られ

るはずである。そこでまず，競争戦略一組織特

性間関係についての仮説を提示する。

【仮説1]

競争戦略が異なる場合，その組織特性は異な

る。

次節において詳述するが，本研究では組織特

性とは組織構造と組織プロセスの2つを指し，

合計7次元から構成される。したがって，以下

のように 7つの下位仮説が提示される。

【仮説 1-1】

競争戦略が異なる場合，その公式化の程度は

異なる。

【仮説1-2] 

競争戦略が異なる場合，その集権化の程度は

異なる。

【仮説1-3】

競争戦略が異なる場合，その専門化の程度は

異なる。

【仮説1-4] 

競争戦略が異なる場合，そのリーダーシップ

スタイルは異なる。

【仮説1-5] 

競争戦略が異なる場合，そのコントロールの

方法は異なる。

【仮説1-6] 

競争戦略が異なる場合，そのコミュニケーシ

ョンのあり方は異なる。

【仮説1-7】

競争戦略が異なる場合，その同一化の程度は

異なる。

主として製造企業を対象としたこれまでの多

くのコンティンジェンシー理論の研究によれば，

組織がその市場環境や経営戦略に適合した組織

特性を展開している場合には組織成果は高まる

ことが明らかにされている。そこで，競争戦略

一組織特性一組織成果間関係について，以下の

仮説を提示する。
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{復説2] 

競争戦略…懇織特性聞に漉合関係が存在する

場合，その組織成果はより

2.概念の操作化15)

2 --1 .競争戦略

本研究では，競争戦略たしてポーター

戦略を用いた。基本戦略の様作化にあたっては

自己分類法 (self-type)が用いられた(問3: 

付録の震関票の問番号そ示す。以下同様)。昌己

分類法とは， 4つの競争戦略の特徴mを，それ

ぞれ数行からなる組文に要約・記述し，それら

の記述のうちから，出答者の所属する企業の特

徴に最も近似するものを 1つだけ選択さFせる

法である 17)。

2 2.競争手段

競争手段の撮作化にあたって，レストラン企

おいて，競争戦絡を構成すると態われる

体的な競争手段を網羅的にまず23議出した問。予

備欝査の結果な踏まえて多少の取捨選釈を行い，

最終的に27む競争手段そ選定した{間約。それ

ぞれの競争手段の重視度受5点尺度(1:全く

15)概念の操作化および質問畿のワーディングにあた

って，ダス&デイヴィス(1984)，加議野他(1告83)，

草子中(1974)，野中飽 (1978)，ポータ…(1980，

1985) ，シェーファ… (1986)，ツァ (1988)等を

参考+こした。

16)ボ…ターのさ森本戦車部ムコストリーダーシップ戦

略，室長刻化戦略，集中戦略の3つマあるが節

で述べたように，集中戦終にはコスト集中戦略と
差別化策中戦絡の2簿類があるので合わせて，合
計4タイプのステートメントが用意された。
17)スノウ&ハンプリック (1980，pp.533…536)は，
際己分類淡のメリットとして，Q)トップ?寺、ジメ

ント自身による分類であるため当該組織の(意図

された:intended)戦略そかなりlE擦に反映?ム
②統計約分析のための大数サンプルの確保が毒事務

である，という 2点を指摘している。他方，自己
分類法安利用する場合，競争戦絡の特徴の記述が

的確でないと精密なil!H定が強難になるο よって，

後述のように本認貨に先立って予備識変を行い，

競争戦絡の終徴のステートメントが約緩であるこ

とを緩認した。

18)これらの競争手段の主主的にあたり，特に，デス&
デイヴィス(1号事4)，シニに…ファー(1986)，ツァ

しない~5 :非常に議視する)を用いて罷

きせることにより定量化が行われた。

2 3.総織特性

本訴究の目的の 1つは，競争戦略と組議特性

の関係者を努らかにする点にある。組織特性とは，

組織構議と組織プロセスの京方を食むものであ

る。

2-3-1.組織構造

組織構造とは，組織におげる分業，機誤記分，

あるいはコミュニケーションのバターンである。

本研究では組織構造弘 1)公式化， 2)集権

化， 3)専門北の3次先により裁定した則。

公式花とは，規則・手続き・指示の明慰安殺の

およびそれら規貝u.手続き・指示が組織
内において藤守される程度を指す。本研究にお

いては，①規則・手続き・指示の明瞭性および

窃規則・手続き・指示の藤守の程度という 2つ

のインディケータが用いられた。具体的には，

1のインディケータはさ皆殺産業において一般

的に将尽きれていると思われる 5種類のマニュ

アル(接客マニュア11/，調理マニュアル，J苫舗

管理マニュアル，従業員教育マニュアlレ，その

f患のマニニュアル)のうち何種類が別居されてい
るかを問答させ，利用されているマニュプノレ]

き1点のポイントを与えることにより

された(揮針。したがって，公式化の鱗

1インディケ…タは最部O点から最高5点まで

のスコアが与えられることになる O また章第2の

インディケ」グは公式化に関する組織の特徴を

鍛文に要約しその接当笠を 5点尺度(1:まっ

たくちがう'""""5 まったくそのとおり)で回答

させる方法(問 4-1， 4-りによって定量化

(1988)を参考にした。

19) これまでの組織研究の過程で組織構造を測定・記

述するための次元は多絞にわたり開発されてさきた。

ホール (1977)は，経j織構造に関する議研究の鮮
紹なサーヴェイそ過して，綴織構造の次元を「公

式化~ r築様化J r毒事門化」という 3次元に集約し

ている。聖子中他 (1号78，p.122)によれば，現在で

は「この3次元が組織構造を記述するための主要

な次元であるということに関しては，ほぽぎを意が

得られJている。
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された。

集権化とは，組織内において意思決定が行わ

れる階層位置を指す。一般に，組織階層の比較

的上層で意思決定がなされる場合を集権的であ

るといい，反対に組織階層の比較的下層におい

て意思決定がなされる場合を分権的であるとい

う。本研究においては，①全社レベルの事項(各

庖舗に配置されるパートタイマーを除く従業員

数，チェーン全体のメニューやサービスの更新・

変更，新しい広告や販売促進計画の実施，新業

態・新業種への進出)が決定される階層(問5

ーし問5-5，問5-6，問5-7)および②庖

舗レベルの事項(パートタイマーの教育・訓練

の方法，庖舗毎のパートタイマーの採用・解雇，

庖舗レベルでのメニューやサービスの変更や更

新)が決定される階層(問 5-2~問 5-4) と

いう 2つのインディケータが用意された。具体

的には，社長，役員会議，担当役員・部長，庖

長の 4階層のうち，どの階層で各事項が決定さ

れるかを回答させた。社長から庖長のそれぞれ

に1点間隔で4点から 1点のポイントを割り当

て，そのポイントの単純平均によって集権化の

スコアが求められた。

専門化とは，組織における専門職務の分業の

程度を指す。本研究では，専任社員によって行

われる管理活動の数というインディケータが採

用された。具体的には，人事(採用や訓練)，財

務管理，品質管理，研究開発，庖舗運営管理(ス

ーパーヴィイジング)，庖舗施設管理，広告や販

売促進，法務や保険関連業務，原材料の購買管

理，食材等の在庫管理というレストラン産業で

典型的にみられる10の経営管理活動のうち，少

なくとも I人以上の専任社員によって行われる

経営管理活動の数を回答させる方法(問7)に

より測定された。専任社員によって行われてい

る経営管理活動の 1つにつき 1点のポイントを

与えることで定量化された。したがって，専門

化については最低O点から最高10点までのスコ

アが与えられることになる。

2-3-2.組織プロセス

組織プロセスとは，コンフリクト解消， リー

ダーシップ，意思決定様式，コミュニケーショ

ン，コントロール等，組織における人々の相互

作用や行動のパターンをあらわす包括的概念で

ある。本研究では，組織プロセスの次元として，

1 )リーダーシップ， 2) コントロール， 3) 

コミュニケーション， 4)同一化の 4次元を採

用した20)。

リーダーシツプのインディケータとしては，

①配慮行動(問4-5 )，②タスク行動(問4-6)

ならびに③価値注入行動(問4-7)の 3つが用

意された。配慮行動とはリー夕、一一部下問の信

頼感や温かみを生む行動であり21タスク行動と
は目標達成のために明確に定義されたタスク関

係のパターンを設定する行動を指す2九また，価

値注入行動とは一定の価値や理念を戦略や組織

の中に体現させる行動であるお)。

コントロールのインディケータとして，価値

と情報の共有によるコントロール(問 4-2，問

4-3)が，コミュニケーションのインディケー

20)高橋(1990，p. 120)は「サービス業では顧客と接

触する従業員の役割が非常に重要なので，そのサ

ービス企業がどういう使命をもって事業を行なっ

ているのか，そしてどういう行動方針をもって臨

んでいるのかを， (製造業にもまして)社内のすみ

ずみにまで周知徹底しておくことが必要である」

と述べている。また，ファミリーレストランのデ

ニーズには f49の金言」があるが，その一部には

「デニーズならではの魅力をつくり出す原動力は

チームワークである」あるいは「フードサービス

業の大きな問題は，いかに従業員とのコミュニケ

ーションを保つかにあるJ (山口:1990，pp. 

207~208) といった項目が見られる。さらに，サ

ービスマネジメントを扱っているアルブレヒト&

ゼ、ンケ (1985)やカールソン (1985，特に chap.8

~chap.l1)あるいはノーマン (1984，特に chap.

14)などもサービス組織におけるリーダーシップ，

コミュニケーション，一体感などの重要性を強調

している。したがって，サービス業としてのレス

トラン業の特性を考慮に入れた上で組織プロセス

の次元とインディケータの選定が行なわれた。

21)野中他 (1978)，p. 2270 
22)向上書， p.2280 
23)加護野他 (1980)，p. 39。
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タとして，コミュニケーシ沼ンの非合式性(問

4 9，需品…10)が，さらに ついてはラ

会社に対しての一体惑に関する 2つのインディ

ケータ(関4品11，間4-12)が用意された。

これらのインディケ…タは公式化の第2のイ

組織における経営者，

るいは能業員の行動の持識を縦文に要約

し，その妥当t主を5点尺慶(1:まったくちが
う ~5 :まったくそのとおり〉で呂答させる方

法によってそれぞれ語文言された。また 1つのイ

ンディケータが機数の~UÆ用異からなる

は，ポイントを単純平均することでインディケ

ータのスコアとし

2 4.総織成果

緩識成果に関しては， 1)収議性， 2)成長

性， 3) レストラン企業に言若手ぎの成果の 3次元

そ採用し

収議性のインディケータとして

〈間十1)とφ科益額(間9 5) 
い，成長性のインディケータとしては窃売上高

成長率(間9← 2)，②顧挙手数の伸び率(問9-3 )， 

舎客単簡の伸び芸春(爵9 4)の3つを思いた。

レストラン企業に間有の成果に撰しては，

に占める原材料費÷人件費の比率(鍔9-

6) ，③Q(潟品の繋)， s (サ…ピス)， c (清潔
さ)の維持・向上(陪9-7)， @従業員の仕事

意欲(問9 8)，窃幹部従業員の育成{間9-9)

という 4つのインディケータが用いられた。

j設益性と成長性は，企業の業績を測定す

合に一般に舟いられる「財務的・計;撃的」な組

識成獲の指標であると考えられるoそれに対し，

レストラン企業に爵有の成果はそのインディケ

ータからもわかるように，どちらかといえば中・

長期的な企業成長を実現するための基撃となる

な鰻織成果の指標である。これら組織

成果の過去5年聞の連成震を 5点尺撲は:

常に不満足~5 非常に満足)を馬いて割定し，

ポイントの単純平均をもって各インディケータ

おスコアとした。

2-5. コントローノレ変数

本研究は，競争戦略，組織特iも組織成巣の

賠め模様を解明することを自的とするが，

研究でも暁らかにされているように，企業規模

や軽繋環壇，技術等のコンテクスト要因もまた

戦略の選択や組維持世に影響を与えることが知

られている 24)。

そこで本研究では，1)業態(間1)， 2) 

模(開1)， 3)営業地域(間れの 3変数をコ

ントロール変数として採揮し，競争戦略と組織

特性，ちらに続織或巣に対していかなる影響を

えるかを分析することにする。

業態s:分としては，(Dブアーストフーに@

ファミリーレストランまたはコ)ヒーショツ

③ディナーレストラン，③その地の4

いた25)。

規模については，

ンディケータである

く摺いられているイ

はなく若舗数と

いうインディケーグを用いた。従業員数ではな

く密議数をインディケータとした主な理由は，

レストラン主義業においてはパ…トタイム従業員

{いわゆるパートタイマー〉の比率が高いため

に正従業員数のみを分析することは必ずしも適

出ではなく，また，パートタイム雑業員の場合

には1日たとえば8持湾労働をもって 1入と

算する，というような方法も繁開票識ままにおい

てはま穫さを欠くおそれがあると考えられるか

らである。

堂葉地域は，①都道崎県や市内(たとえば札

競市)， φ単一の地竣ブロック(たとえば関東地
方)，窃譲数の地域ブロック(たとえば関東地方

と九州地方)，@全躍の 4カテゴリーのうちから

問答者の所長話する企業の主たる営業地域安 1つ

だけ選ばせる方法により滋定された。

24)コンテクスト繁簡と戦略あるいは綴織特性の関係
を扱った研究については，野中他(1978)，Y oshida 

(日88)会参娘。

25)レストラン庭菜におげる業態論については，相際・
堅手口 (1985)が詳細な検討を行っている。また，
E実編者百垣 (1990，第?議}も簡潔に要約している。
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3.調査対象と調査方法

3 -1 .調査方法

既述のように，本研究は競争戦略一組織特性

一組織成果間関係の実証的解明を志向するもの

である。一般に，競争戦略や組織特性に関する

データすなわち内部データを，公表されている

2次的データから入手するのは困難である。内

部データの収集方法として，訪問面接調査法(イ

ンタヴュー法)，電話調査法などいくつかの方法

が考えられるが，本研究では，①大量サンプル

を対象とした統計的分析による定量的研究の志

向，ならびに②時間的・予算的制約， という理

由により郵送質問調査票法を採用した問。

3-2.調査対象企業

レストラン産業は，食材の購入→半加工→最

終加工に至るプロセスにおいては製造業に類似

している 27)。他方，調理済みの料理を顧客に提供

する接客サービスや屈舗の立地・雰囲気・清潔

さ等が組織成果に大きな影響を与えるという点

においてサービス業的特質をも兼ね備えている問。

このレストラン産業に属する企業が現在我が

国で直面している環境は，以前にもまして厳し

い状況を呈している。たとえば，近年の急激な

地価高騰は，特に都市部における新規の出庖を

非常に困難にしている。また，大手レストラン

チェーンの急成長の原動力となったといわれて

いるパートタイム労働者やアルバイト労働者の

質・量両面における逼迫は，一層の成長にとっ

て重い足かせとなってきている。その上， 1970 

年代半ばからのいわゆる「外食ブーム」を契機

26)郵送質問調査票法は調査員が不要であるため比較

的手軽で低コストの調査方法であり，したがって

大量サンプルを確保したい場合に有効とされる(飽

戸:1987， p. 15)。反面，この方法は一般に回収率

が極めて低いので回収率を高めるための何らかの

工夫が必要となる。

27)小川(1985)，p. 2130 
28)清水 (1990)は，サービス産業の概念を整理し，

サービス産業を「サービス提供手段」と「サービ

ス提供の位置・方法」により分類しているが，そ

れによれば，レストラン企業は「外食サービス産

業」に属する。

としたファーストフードやファミリーレストラ

ンをはじめとするさまざまな業種・業態のレス

トランの「乱立」は，レストラン業界内での過

当競争をもたらしたといわれている問。ポーター

は，多数の企業がしのぎを削っており，どの企

業もめぽしいマーケットシェアを獲得すること

ができず，そのため業界の生産量を大きく左右

できないような業界を「多数乱戦」業界と呼ん

でいるが30)，今日の我が国のレストラン企業が直

面しているのは，まさにこのような多数乱戦の

厳しい経営環境である。

生業的な個人経営の飲食屈とは異なるレスト

ラン企業の大きな特徴は，その経営管理のシス

テム化にある。具体的には，①フランチャイズ

方式やリース方式による低コストでのチェーン

庖舗展開，②居舗の効率的管理を可能にする各

種マニュアルの整備，③セントラノレ・キッチン

の導入あるいは仕様書発注方式の採用による食

材の調達・加工から配送までの一貫処理などが

行われている。ここで，我が国の代表的なレス

トラン企業の1つである A社の組織図を図3に

示す。

調査対象となったレストラン企業は「ジェフ

年鑑1990年度版J(社団法人日本フードサービス

協会刊)に掲載されている庖舗数5庖舗以上の

企業から抽出された。ただし，営業庖舗数5庖

舗以上の企業のうち，既存のレストランチェー

ンのフランチャイジーとして庖舗展開を行って

29)たとえば， 1987年1月にマクドナルドが戦端を開

き，大小さまざまな企業を巻き込みながら1989年

4月まで断続的に展開されたハンバーガー業界の
「ディスカウント戦争」は記憶に新しい。

30) ，多数乱戦」が共通して見られる分野として，サー

ビス，小売り，卸売り，木材や金属の加工，農産

物，広告制作などが挙げられている。また，多数

乱戦となる原因として，参入障壁が低いこと，入

手によるサービスが事業の決め手であること，作

業現場に密着して管理監督しなくては成功がおぼ

つかないこと，市場ニーズが多様であることなど

が挙げられている(ポーター(1980)，邦訳pp

259~275) 。
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A宇土の組織図
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ドサ…ピス協会，株式会社OGMの各責任者

ならびに札!撲に本社を置くレストラン企業3社

の経営者ないしは経費致譲担当責任務を対象と

して間接が持われ，その結果，費需禦に対し数

笛所の改善が施された。

3-4. 

予構諜去をの結果に基づき改善された質問撲に

より， 1991年 1丹からi司年4月の期間にわたり
本調査が実擁された。選定された企業に対

言立に養護話連絡そ行い，欝査の趣皆を説明すると

ともに調査への諮力を依頼した。なお，全社的

立場からの自答が可能となるように，

経営政策担当の役員あるいは経繋致策担当

部門の費桂者による記入を求めた。

295社に対し，挨拶状ならびに返信用封篤を向

封した質問襲を送付し170社から詔答を得た。こ

のうち30社は，質問票鵠>>支む時点で保有j事舗数

が5J苫舗未満であったり，あるいは質需禁に対

じ

いる企業は関査対象から除外された8九またサン

プノレの一部は，レストラン企業専門のコンサル

ティング会社である株式会社OG誌のクライア

ント企業のうち，やはり 51妄言語以上の脂舗をも

っ企業から抽出された。

3-3.予議論去を

紫開票調査によって正畿なデータを収集する

には，質問撲が譲査の意図をlE薙に皮験してい

る必援がある。このため，本調査に先立ち予鍛

額査が行われた。外食E設業の調変・諒究を業務

とする財嬰法人外食産業総会議査研究センター，

外食産業の業界鴎体大手である社関法入居本フ

31) 5広鏡以上のj古書常設経営していても，ブランチャ

~:)ニとして経営している場合，経営上の自白裁
量設の余地あるいは戦略的意思決定権限のほとんど

がフ多シチ~ ~.;fニにあると若手えられるからであ
る。このような場合，フランチャイザー企業から

データそ収集するほうが五線なデータ入手が可能

であろう。
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する回答が不完全であったため分析対象から除

外された。その結果，分析対象企業数は最終的

に140社(有効回収率47.46%) となった問。

III 調査結果の分析

本節では，調査結果を分析し， II節で提示さ

れた仮説の検証を試みる3九

1.分析対象企業の分布

分析対象企業140社の競争戦略の業態，規模，

営業地域別の分布は表1に示されるとおりであ

る。表1によると，業態としてはコーヒーショ

ップまたはファミリーレストランに属する企業

が71社と最も多く，次いでディナーレストラン

が34社，ファーストフードが29社，その他が6

社となっている。競争戦略との関連でみると，

ファーストフードでは，コスト集中戦略あるい

はコストリーダーシップ戦略を追求する企業が

6割以上になっている。コーヒーショップまた

はファミリーレストランでも，コストリーダー

シップ戦略あるいはコスト集中戦略を追求する

企業が6割以上である。他方，ディナーレスト

ランでは，差別化集中戦略あるいは差別化戦略

表1 サンプル企業の分布

コストリーダーシップ戦略 差別化戦略 集中戦略

(N =42)N=28) コスト集中(N=37) 差別化集中(N=犯) 計

社%社%社%社%社%

業 4忠出

ファーストフード 8 27.59 5 17.24 10 34.48 6 20.69 29 100.00 

コーヒーショップまたは77ミリーレストラン 28 39.44 13 18.31 18 25.35 12 16.90 71 100.00 

ディナーレストラン 3 8.82 8 23.53 9 26.47 14 41.18 34 100.00 

その他 3 50.00 2 33.33 。0.00 1 16.67 6 100.00 
計 42 28 37 33 140 

規 模

小 (20庖舗未満) 7 14.89 7 14.89 18 38.30 15 31.91 47 100.00 

中 (20~80庖舗) 12 25.53 13 27.66 9 19.15 13 27.66 47 100.00 

大 (81庖舗以上) 23 50.00 8 17.39 10 21. 74 5 10.87 46 100.00 

計 42 28 37 33 140 

営業地域

市内や都道府県内 4 16.00 2 8.00 8 32.00 11 44.00 25 100.00 

単一地域プロック 12 26.67 10 22.22 12 26.67 11 24.44 45 100.00 

複数地域ブロック 14 36.84 5 13.16 10 26.32 9 23.68 38 100.00 

全 国 12 37.50 11 34.38 7 21.88 2 6.25 32 100.00 

言十 42 28 37 33 140 

32)拙日本フードサービス協会の調査協力への依頼状 を追求する企業が6割以上存在していることが
を質問票に同封した。また，質問票の回収にあた

わかる。り一部制OGMの協力を得た。これらの結果，比

較的高い回収率の達成が可能となった。 競争戦略と規模の関係をみると，大まかな傾

33)統計分析にあたって，滋賀大学情報処理センター 向として，規模の大きい方からJI買にコストリー
のTSS端末より Nlネットワーク回線を経て，

ダー，差別化，コスト集中，差別化集中と分布京都大学大型計算機センターのSA S (statistical 
analysis syst巴m)ノTツケージを利用した。 していることがわかる。競争戦略と営業地域の
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も，競争戦略と損壊の関係に類桜している。

すなわち，哲業地域の広い方から顕にコストリ

差別化とコスト集中，差別伝集中と

布している。

2.競争戦略一麓争手段間関係

前述のデス&ディヴィスが，塗料およ

欝建業界を対象として明らかにしたように，

争戦略が異なれば，競争戦略を構成する具体的

な競争手段も異なると考えられる制。また，議争

手段のなかには， f弱々の業界に臨有のものも含

荻れている可能性があろう。そこで，仮説検証

競争戦略に爵有の競争手設が認められ

る ることにする。

27の競争手段の重議護が競争戦略によってど

の程度異なるかを l元配闇分散分析によって調

べた結架が表2である。 27の競争ヲニ目段のうち，

10の競争手段について有意悲が検出された。

れらのうち，たとえばr4 .1G;嫡格の食材の

仕入J という競争手段の重視肢は，分散分軒の

結果0.1%水準で有意避が検出されているが，差

別化戦略を追求する企業における君主損震の平場

.42とコストリーダーシップ戦絡を追求する

おける重視度の平持綴4.40の問

があるか否かはわからない。そこで，どのヰttt略

るかを調べるために，夕、ンカ

ンの多鷺範囲検定を逮捕した。その結巣，差別

化戦略と兼ZU1七集中戦略，およびコストリーダ

シップ戦話番と差別化集中戦略の聞でそれぞれ

にら%水準の有意差が認められた。地方，

それ以外の戦略間では低額格食材の仕入の重，援

護に関する有意農が認められないことになる。

表2に主主される多重範閥検定の結果によると，

9.プランドの確立， 17.新規メニューの導入，

34)たとえばシェーブアー(工事86)込米関の宿治サ
ピス厳重最安対象としてマイルズ&スノウ(1978)
(/)纂本戦略を携成ずる具体的な競争手段(/)解明を
試みている。また，マク夕、ニヱル&コラワー(1987)
ぬ間じくマイルズ&スノウ(1978)の基本戦絡
とマーケティング戦絡を構成する災体約主主競争手
段との関係の解明会試みている。

20.他社とは異なる議品や、サービス， 23 

組織化，の4つの競争手段については，コスト

リーダーシツプ戦略を追求ずる企業よりも差践

先戦絡を追求する企業の方が，それぞれの重視

度が有意に高いことがわかる。つまり，謹別生

戦略を追求する企業では，コストリーダーシツ

プ戦略を渚求する企業で議視されてい

段以外にも，これら 4つの競争手段がより

されているのでるる。

差5JU化戦略は，既述のように，業界内で特異，

ユニーク，あるいはオリジナルであると晃られ

るものを創造することを議本吉的とする競争戦

賂であったが，これら 4つの競争手段を重視す

ることによって競争穣位を獲得するために

まさに製造的・独鋭的活動が必要である。した

がって，差別化戦絡を追求する企業が薮濯する

環境・タスクの不確実'院は，コストリーダーシ

ツプ戦時そ追求する企業おそれと較べて，より

と考えられる O

さらに，表2によると， 4.器価格の食材お鱗

入. 6.より鰻広いメニューの提畏， 17.新規メ

ニューの導入，25.POSシステム等の情報機器の

導入の4つの競争手設に関して，非集中戦略(コ

ストリーダーシップ戦略と濃部化戦略)よりも

集中戦警告(コスト集中戦略と鷲別化禁中戦略)

のブ同えそれぞれの競争手段の重讃護が有意に

1G;くなっていることがわかる。

集中戦略fj:，上述のように，業界i有の全市場

~グメントを対象とするのではなく 1 つない

し少数の市場セグメントに経営資源を集中する

ことによって競争穣{立を獲得する戦略であり，

非築中戦略に比して，守錆範臨が限定iされてい

るといえよう。したがって，集中戦略を通求す

る企業が高習している環議・タスクの不擁護'控

非集中戦略を璃求する企業のそれと較べて

より低いと考えられる。

以上，競争戦略一競争手段間関係の分析から，

窃競争戦略が異なると探用される競争手段の重

視度も異なる，@重言語ずる環境・タスクの不確

は，波別化戦絡を追求する企業で一番高く，
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競争手段

I庖舗業務の効率化

2商品やサービスの品質管理

3施設や設備の更新

4低価格の食材の仕入

表2 競争戦略と競争手段の関係

コストリーダー差別化 集中戦略

シップ戦略 戦 略コスト集中差別化集中 F{i宣

(n=42) (n=28) (n=37) (n=33) 

4.68 4.58 4.69 4.45 1.03 

4.83 4.85 4.81 4.72 

4.05 4.12 4.03 3.86 

4.40 4.42 4.25 3.69 

4.18 4.12 4.25 3.69 

0.51 

0.56 

4.70村*

2.49* 

ダンカンの

多重範囲検定

(5%水準)

D-DF， C-DF 
CF-DF， C-DF 

63 (237) 

5価格競争力や価格支配力の維持

6 より幅広いメニューの提供 3.68 3.92 2.89 2.90 7.20**市 D-DF，D-CF，C-DF，C-CF 
7現在提供している商品やサービスの改善

8標準化によるコストの削減

9ブランドの確立

10販売促進方法の改善

4.53 4.65 

4.33 4.12 

3.75 4.53 

3.70 4.08 

4.39 4.55 

4.36 4.00 

3.86 4.21 

3.64 3.90 

l.19 

l.63 

4.34*** 

l.45 

11フランチャイズではなく直営庄の増加 4.10 4.15 4.06 4.10 0.04 

12特定業者からの食材や消耗品の仕入 3.35 3.58 3.39 3.76 1.28 

13広告 2.86 3.31 2.89 3.31 1.49 

14レストラン業界内での評判 3.40 3.66 3.28 3.55 0.77 

15新居舗の建設 4.40 4.42 4.44 4.17 1.00 

16市場の成長率の予測 3.88 3.75 3.61 3.69 0.45 

D-CF， D-C 

17新規メニューの導入 4.48 4.54 3.94 4.24 4.00*叫 D-C， D-DF， D-CF 
18顧客に対するサービスの向上 4.77 4.78 4.47 4.72 2.29* 

19全国展開ではなく特定地域での営業 3.45 3.85 3.81 4.14 2.25* DF一C
20他社とは異なる商品やサービス 4.00 4.46 3.97 4.45 3.27村 D-C，D-CF，DF-C，DF-CF 
21地域を限定した商品やサービス

22既存庖舗の改装

3.05 3.58 3.08 2.97 1.96 

4.03 4.00 3.78 3.90 0.54 

23顧客の組織化 2.55 2.86 2.25 2.85 2.26* D-CF， D-C 
24新商品や新サービスの開発 4.05 4.15 3.67 4.00 1.75 

25 POSシステム等の情報機器の導入
26従業員の教育や訓練

4.28 3.86 3.77 3.41 4.19村* C-DF 
4.55 4.77 4，39 4.48 1.85 

27計数管理による各店舗のコントロール 4.35 4.62 4.35 4.28 1.16 

注 1)キ:p< .10，判:p< .05， ***: p< .01 

注2)C:コストリーダーシップ， D:差別化， CF:コスト集中， DF:差別化集中

コストリーダーシツプ戦略を追求する企業で二

番目に高く，集中戦略を追求する企業で一番低

いと推測される，という 2点が確認された。

他方，競争戦略によって重視度の聞に有意差

が検出されない競争手段が27中17存在する。こ

れらの競争手段は，いずれの競争戦略を実行す

る場合にも必要不可欠なものであると考えられ

る。

3.競争戦略一組織特性の関係

3-1.コントロール変数と旭織特性の関係

仮説1および仮説1の下位仮説(7仮説)は，

競争戦略が異なる場合，組織特性に差異がみら

れるか否かを検証するための仮説である。競争

戦略と京国最特性との関係を検証する前段階とし

て，業態，規模，営業地域の3つのコントロー

ル変数が組織特性に対していかなる影響を及ぼ

しているかを確認する必要がある。 l元配置分

散分析ならびに夕、ンカンの多重範囲検定を利用
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して，コントロール変数と組織特性の諸変数と

の関係を換ぎすした結果を要約したものが表3で

ある。

と組織特性との関係をみると，組織構造

の次元の 1つである公式北の第2のインディケ

ータである「規鑓・手続き・指示の選守度J に

して 1%水準での有意差が認められる。

襲爵績定によると，ブアーストフードとディナ

ーレストラン之の間には公式fとの程度に有意差

があることがわかる。すなわち，ディナ…レス

トランと較べて，ファーストフードの方が「規

則・手続き・指示の遵守度」が高いのである。

表3 コントロール変数と組織終伎の関係の要約

業態 規模 然妻美地域

公式化l

指示・手続の明瞭性

公式化2 **事

指示・手続の遵守凌 FF>DR しM>S! 4，3>1，2 

集権化l

会社レベル

築様化2

局総レベル

専門化

考専門約管怒活動数 M，L>S 

リーダーシツプ1

配慮行動

ザーダ…シップ2

タスク行動

リーダーシップ3 ** 
[ 続値注入行動 M，L>S 

コントロール

情報共有でのコントロ吋レ

コミュニニケーシ盟ン

コミュニケ}シ3ン非公式住

同…1~ ** 
OT，DR>FF，FR 

注)FF:ブアーストフード，FR.:ブァミリーレストラン，

DR:ディナーレストラン， OT:その倹

L: 81底鱗以上，M:20-80底鋪，S:20浴舗米満

1 :市内・都滋府県内，2:単一地域，3:;複数地域，

4::会関

本:p<.10， ** : pく.05，*** : p< .01 

ブアーストフードでは，一綾に高校生や大学生

等のいわば「素人J のパートタイム能業員に依

る程度がより高いと患われる。紫人によっ

ピスの湖一化・1禦準f七を躍るため
には，マニュアル等によって規賠・手続き・指

示を撤臨的に遡守させなくてはならないのであ

ろう。地方，ディナーレストランでは，たとえ

ば調理にしても「職人芸・名人芸」的な熟練に

鐙帯する麓度がより蒔く，マニュアル等に体現

できるオペレーションが椙対的に少ないのであ

ろう。そのため，公式的な規則・手続き・指訴

の遵守護は撞くなるものと考えられる。

組識プロセスの次元「問一化J についても 5

%水準での予言意差が認められる。すなわち，ブ

アーストフードやブァミリーレストランに較ぺ

てそのイ也の業態やディナーレストランの方が同

一化の頼度が有意に高いことが多重範閥検定に

よって明らかになった。この結果払全擬業員

に占めるパートタイマーの比率と関係があるの

かもしれない。本調査では灘定されなかったが，

一般にブアーストフードやブァミリ…レストラ

ンではパートタイマー詑業員への依存度がより

高いといわれている35)。また，上述の業態と公式

化についての結果が示すように，ブアーストフ

ドやブアミリーレストランにおけるオペレ…

ションは，マニュアル等に基づく菌一的なもの

である場合が多い。これらの醗曲により多ブア

ーストフードやブアミリーレストランでは，組

織に対する需一化の程度カヰE対釣にf.!tくなるの
であろう。

規模と組織特性との関係をみると，組織構造

に関しては業態の場合と毘様，公式化の第2の

インディケータに関して 1%水準での有意差が

認められる。保有鹿舗数201苔鍾未満のいわば「小

規模」な企業に較べて， 20J宙舗以上の窟舗を展

している中・大規模企業の方が「規則・

さ~ .指示の灘守度」が高いのである。マニュア

ノレ等によって高震の公式性を殺壊させるととは，

35)榊 (1990)，pp. 9 ~16参照。
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小規模の場合には杓子定規で融通がきかなくな

りがちであり，サービスの水準は必ずしも高い

とはいえない。しかし大規模になるにつれ，マ

ニュアJレ化・システム化のいわばスケールメリ

ットが生じ，より高水準のサービスが可能とな

るといわれている問。小規模企業に較べて，中-

大規模企業の方が公式化の程度が高いのはこの

理由によるものと考えられる。

さらに専門化の程度に関しでも 5%水準の有

意差が認められる。これは小規模企業に較べて

中・大規模企業の方が専門化の程度が高いこと

を示している。これは「規模の増大は組織の専

門化の程度を高め，情報処理負荷を増大させ

る」刊とする情報処理モデルの命題と合致して

いる。小規模企業の場合，専門職務を過度に分

化させることは便益以上に大きなコスト(たと

えば人件費など)を生じさせる可能性がある。

他方，企業規模が大きい場合，専門職務を分化

させることにより生じる便益が分化のためのコ

ストを上回るのであろう。この理由により，企

業規模が大きくなるにつれて専門化の程度も高

まるものと考えられる。

規模と組織プロセスの関係については，リー

ダーシツプの第3の次元である「価値注入行動」

に関して5%の水準で有意差が認められる。こ

の変数についても，小規模企業に比して中・大

規模企業の方がそれぞれ程度が高いことがわか

る。チェーン展開を行っているレストラン企業

の場合，個々の庖舗がいわば事業単位であり，

その独立性は比較的高いものと考えられる。と

もすれば連体感を失う可能性があるチェーン唐

舗(直営屈であれフランチャイズ屈であれ)に

求心力を与えるのが経営者による価値注入行動

なのであろう。そのために規模，すなわち庖舗

数が大きくなればなるほど意識的な価値注入を

行う必要が高まると考えられる。この理由によ

り，小規模企業に較べて，中・大規模企業の方

36)嶋口 (1988)，pp.319~320参照。
37)野中他(1978)，p. 4500' 

が価値注入によるリーダーシップ行動が展開さ

れる程度が大きいのであろう。

営業地域については，他の 2つのコントロー

jレ変数と同様，公式化の第2のインディケータ

に関して5%の水準で有意差が認められた。す

なわち相対的に広い営業地域(全国，複数の地

域ブロック)で活動している企業の方が狭い営

業地域(単一の地域ブロック，市内や都道府県

内)で活動している企業に較べて公式化の程度

が高いことがわかる。この理由は，上述の，規

模と公式化の関係と同様，営業地域が広範囲に

なるにつれて，公式化を高めることによるスケ

ールメリットが生じるからであろうと思われる。

3-2.競争戦略と組織特性の関係

コストリーダーシツプ，差別化，コスト集中，

差別化集中の各競争戦略聞で，組織特性の諸変

数のスコアの平均値に差がみられるか否かを検

証するために 1元配置分散分析とダンカンの

多重範囲検定を行った。さらに，業態，戦略，

営業地域の3つのコントロール変数の影響によ

る分散の変動を取り除いて検定の精度を高める

ことを可能にする分析手法制である 2元配置分

散分析を行った。これらの分析結果は表4に示

されている。

表4の'F値」の欄には 1元配置分散分析に

よる F値が示されている。「戦略/業態」の欄に

は 2元配置分散分析によって業態の影響をコ

ントロールした場合のF値が，また「戦略*業

態」の欄には，戦略と業態の交互作用のF値が

示されている。同様に，戦略/規模」および「戦

略/営業地域」の欄には 2元配置分散分析に

よって規模および営業地域の影響をコントロー

ルした場合のF値がそれぞれ示されており，戦

略*規模」および「戦略*営業地域」の欄には，

戦略と規模ならびに戦略と営業地域の交互作用

のF値がそれぞれ示されている。

1元配置分散分析の結果，組織構造に関して

38)池田編(1989)，pp. 124~125および竹内他 (1987) ，

pp. 165~175参照。



66 (240) 経済学研究 41-3 

苦笑ヰ 競争戦略と組織特性の関係(1元配鐙分数分析および2冗配置分数分析)

コストトム慈JjU化 ダンカンの

組織特性 シγブ鱗戦略コスト集中間f~集中 Fi[室 多重範囲検定

(nニ 42)(n=:28) (訂=37) (nエ33) (5 %水準)

公式化 1(短長5・'f.絞冬・指示の明綴J段} 4.24 4.00 3.81 3.36 3.68料 C-CF，C-DF 

公式化2 (綴刻・手統議・指示の滋守度) 3.90 3.84 3.70 3.15 4.63*'ネ CωDF，D市DF，CFDF、

主主総化1(会社レぺんの多療の決定階!欝) 2.75 2.83 2虐ぢl 2.74 1.03 

主義機イヒ2 (J古銭レベルの鱗毛頭の決定障者!議} 1.52 1. 73 1.68 1.49 2.95移* D-DF，D-C 

専門化 8‘66 8.66 6.81 7.27 7.45付期 D-DF，DωCF，C-DF，C-CF 

組織プ口々ス

リーダーシップ1(配慮行動) 4.40 4.63 4.30 4.3ヲ 1.29 

リーダーシップ2 (タスク行動) 3.71 3.88 3.83 3.72 0.23 

ダーシップ3 (倒儲注入行動) 4.14 4.14 3.83 3.91 1.28 

コントお吋シ(僅iきと情報の共有によるコント詰ール) 3.90 3.89 3.69 3.95 0.89 
コミュニウーション{コミュニケ}ションの非公式設) 3.62 3“72 3.55 3.75 0.55 

同一化 3.65 3.89 3.48 3.83 之10事 D-CF 

戦略/業態 戦絡。業態 戦時/規撲 戦略*規模 戦絡/営業
地域
戦略掌

3.91象傘 0.10 3.88本命 0.00 3.71場移 α71 

4.42*' G‘51 4.20取彬 0.00 4.18** 0.10 

0.44 0.50 0.44 l守41 0.42 0.39 

2‘72永 。国82 2.81* 1.33 2.78* 1.46 

9宥48*ホ* 0.00 10.57向感 0.00 き.0号事象* 0.00 

1.47参移本 1.39 I‘48機材 1.47 1.44**象 仏43

0.10 1.19 0.1在 0.61 0.10 0.79 

1.54 1.30 1.55 0.00 1.58 1.18 

令37 1.07 0.37 0.19 。象36 。.59

0.17 0.56 0.17 0.95 金.17 0.86 

1.05 1.10 1.00 0.65 0.99 0.71 

注1)事:pく.10，":pく.05，*.傘 :pく.01
主主的 C:コストリーターシッブ， D:波別化， CF:コスト築中， DF:;澄im化集中

主主計戦略/業態業慾をコントロールした場合の判ai，戦壁毒機業態:1淡路と業態の交互作JflのF11直

戦重富/綴模:士見機後コントロールした場合の糟，戦詩書 8規模:戦患をと樹集の交互作閣の階

戦絡/営業地域=1数多量地域唱とコントロールした場合のH弘毅絡集数多量地域:戦略と営築地域の交主主作用のド綴
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は集権化の第1のインディケータ(全社レベル

の事項の決定階層)を除き，全ての変数に有意

差が認められる。また 2元配置分散分析の結

果も l元配置分散分析の結果と同様であること

がわかる。つまり，コントロール変数の影響を

取り除いても，競争戦略と組織構造のほとんど

の変数との聞に一定の関係が存在するのである。

なお，表4に示されているように，戦略とコン

トロール変数との聞に有意な交互作用は lつも

検出されなかった。

公式化の 2つのインディケータは，コストリ

ーダーシップ戦略や差別化戦略では相対的に公

式化の程度が高く，集中戦略では公式化の程度

が低いことを示している。前述の競争戦略一競

争手段間関係の分析で明らかになったように，

「低価格の食材の仕入}-より幅広いメニューの

提供J'新規メニューの導入J'POSシステム等

の情報機器の導入」といった競争手段は，集中

戦略(コスト集中および差別化集中)と較べて

非集中戦略(コストリーダーシップおよび差別

化)において重視度が有意に高かった。また，

統計的には有意ではなかったものの「顧客に対

するサービスの向上J'新商品や新サービスの開

発J '従業員の教育や訓練」といった競争手段に

関しでも，非集中戦略において重視度がより高

い傾向が認められる。つまり，チェーン展開を

行っているレストラン企業において，たとえば

「従業員を教育・訓練」し「顧客に対するサー

ビスを向上」させることで競争優位を獲得する

ためには，マニュアル等を利用して庖舗間格差

のない商品・サービスの品質を確保しなくては

ならないと思われる。このために，コストリー

ダーシップ戦略あるいは差別化戦略を追求する

企業にとっては公式化の程度を相対的に高く維

持することが適合的なのである。他方，コスト

集中戦略や差別化集中戦略を追求する企業では，

これらの競争手段の重視度は相対的に低いので，

公式化の程度を低く維持することが適合的なの

であろう。したがって公式化に関する仮説 1-

1 '競争戦略が異なる場合，その公式化の程度

は異なる」は支持される。

集権化に関しては，全社レベルの事項の決定

階層については戦略聞で有意差が認められなか

ったが，庄舗レベルの事項の決定階層について

は有意差が認められた。すなわち，差別化戦略

を追求している企業の集権度はコストリーダー

シップ戦略および差別化集中戦略を追求する企

業の集権度よりも有意に高いのである。差別化

戦略において重視される競争手段のなかでも，

特に「ブランドの確立」や「顧客の組織化」と

いったいわばイメージに重点をおいた競争手段

を通じて競争を展開する場合，庖舗レベルでの

決定事項(特に，人事あるいは商品・サービス

の変更)であっても全体のイメージを統一し，

レストラン企業としてのアイデンティティを確

立するためにより集権的な意思決定が必要にな

るのかもしれない。そのため，差別化戦略を追

求する企業にとって，相対的に高い集権度を維

持することが適合的なのであろう。したがって，

集権化に関する仮説1-2 '競争戦略が異なる

場合，その集権化の程度は異なる」は部分的に

は支持することができょう。

専門化についても双方のインディケータに関

して 1%の水準で有意差が検出されている。多

重範囲検定の結果によれば，コストリーダーシ

ップ戦略・差別化戦略グループとコスト集中戦

略・差別化集中戦略グループの聞に専門化の程

度に差がみられる。この理由は，競争戦略によ

って公式化の程度が異なるのと同様の理由によ

り説明可能であろう。すなわち「低価格の食材

の仕入J 'より幅広いメニューの提供J '新規メ

ニューの導入J '新商品や新サービスの開発」を

積極的に行うことを通じて競争優位を獲得する

ためには，たとえば購買管理，研究開発管理や

品質管理等の経営管理活動を分化させ専門的に

行う必要が生じるはずで、ある。そのために，こ

れらの競争手段を重視するコストリーダーや差

別化戦略を追求する企業では集中戦略を追求す

る企業に較べて専門化の程度が高い方が適合的

であると考えられる。よって専門化に関する仮
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説1-3 ，-競争戦略が異なる場合，その専門化

の程度は異なる」は支持される。

以上，競争戦略と組織構造に関する仮説1

1，仮説1-2，仮説1-3はそれぞれ支持さ

れた。

しかしながら，主として製造業を対象として

蓄積されてきた従来のコンティンジェンシ一理

論の研究成果によれば，-不確実性の高い環境・

タスクに直面する組織は，公式化，集権化の程

度が相対的に低く，専門化の程度が相対的に高

い構造をとり，他方，不確実性の低い環境・タ

スクに直面する組織は，公式化，集権化の程度

が相対的に高く，専門化の程度が相対的に低い

構造をとる」とされる。また，既に検討したよ

うに，直面する環境・タスクの不確実性の程度

は，差別化戦略を追求する場合に一番高く，コ

ストリーダーシップ戦略を追求する場合に二番

目に高く，集中戦略を追求する場合には不確実

性の程度が一番低くなると推測された。

したがって，本研究の分析結果は，専門化に

関しては，従来の研究結果と合致しているもの

の，公式化と集権化に関しては正反対の結果と

なっていることになる。また，差別化戦略，コ

ストリーダーシツプ戦略，集中戦略のいずれか

1つを追求する場合，組織が直面する環境・タ

スクの不確実性はそれぞれ異なるはずで、あるか

ら，コンティンジェンシ一理論に基づけば，こ

れらの戦略を追求する企業聞では組織構造が異

なるはずである。しかし，分析結果によれば，

公式化および専門化に関しては，非集中戦略と

集中戦略との聞に有意差が認められるものの，

差別化戦略とコストリーダーシップ戦略との聞

には必ずしも明確な差異が検出されていない。

これは，上述のように，本研究の調査対象が製

造企業ではなくサービス企業であり，しかも直

営屈もしくはフランチャイズ庖によってチェー

ン展開を図っているレストラン企業であること

に起因しているのかもしれない。

組織プロセスについては 1元配置分散分析

の結果によると，同一化の程度のみが競争戦略

の差によって異なっていた。多重範囲検定の結

果，この変数に関しては差別化戦略とコスト集

中戦略の聞に有意差が見られた。しかしながら，

2元配置分散分析では，組織プロセスに関して

は何ら有意差が認められなかった。すなわち，

コントロール変数の影響を除去すると，競争戦

略の差異による同一化の程度の差異は検出され

ないことになる。したがって，仮説1-7 ，-競

争戦略が異なる場合，その同一化の程度は異な

る」は，必ずしも全面的に支持されるとはいえ

ないであろう。

競争戦略の相違と組織プロセスの相違との聞

に必ずしも有意な関係が認められなかった理由

として，組織プロセスの次元およびインディケ

ータの選定にあたってレストラン企業を含むサ

ービス企業の特徴をある程度考慮に入れたこと

を挙げることができるかもしれない。すなわち，

本研究で採用された組織プロセスの変数は，結

果的にはサービス企業に普遍的な変数であり，

そのために競争戦略が異なっても組織プロセス

に有意差が認められなかったのかもしれないの

である。したがって，今後サービス企業を対象

とする研究を行う場合に，組織プロセスの測定

に際しては，本研究で採用された以外のより広

範な変数を採用する必要があろう。

以上のように，競争戦略と組織特性の聞には，

比較的明確な関連性が認められる変数と何ら関

連性が認められない変数があることが明らかに

なった。全般的傾向として，競争戦略と組織構

造との聞には一定の関係が存在するが，他方，

競争戦略と組織プロセスとの聞には明確な関係

がほとんど見出せなかった。よって，競争戦略

一組織特性間関係に関する仮説1，-競争戦略が

異なる場合，その組織特性は異なる」は部分的

にしか支持されななったことになる。

4 .競争戦略一組織特性一組織成果の関係

仮説2，-競争戦略一組織特性問に適合関係が

存在する場合，その組織成果はより高い」は競

争戦略一組織特性一組織成果間関係を検証する
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ための仮説である。本研究の前提は，組織がそ

の市場環境や経営戦略に適合した組織特性を展

開している場合には組織成果は高まる，とする

ものである。しかしながら，競争戦略と組織特

性の適合的な関係以外にも組織成果に影響を与

える要因が存在する可能性がある。そこで，仮

説2を検証する前段階として，コントロール変

数ならびに競争戦略が組織成果に影響を与える

か否かを確認することにする。

前述のとおり，組織成果は収益性，成長性，

レストラン企業に固有の成果が3次元から構成

されるが，それぞれの次元を構成する 9変数に

ついて相関分析を行ったところ，個々の変数聞

に非常に高い正の相関関係が検出された。具体

的には，ピアソンの積率相関係数を算出してそ

の有意性の検定を行ったところ，すべての変数

の組み合わせの聞で0.1%の水準で有意であるこ

とが確認された。したがって，これらの3つの

指標を単純平均した「総合業績指標」をもって

組織成果の指標とすることにした。

コントロール変数と組織成果の関係が表5か

ら表7に示されている。高業績グループとは，

総合業績指標の平均値よりも高い組織成果をあ

げている企業グループを指し，低業績グループ

とは，総合業績指標の平均値以下の組織成果を

あげている企業グループを指す。表5は 4つ

表5 業態と組織成果の関係

ブアース卜 77ミリー ディナー
その他 合計

フード レストラン レストラン

局業績 14 36 17 4 71 

グループ 48.28 50.70 50.00 66.67 50.71 

低業績 15 35 17 2 69 

グループ 51.72 49.30 50.00 33.33 49.29 

合計
29 71 34 6 140 

20.71 50.71 24.29 4.29 100.00 

上段:社

尤度比カイ 2乗検定の結果 下段:%

自由度3

Y'=0.700 

P =0.873 

品業績

グループ

低業績

グループ

合計

高業績

グループ

低業績

グループ

合計

表6 営業地域と組織成果の関係

市内または 単一地域 複数地域
全国

都道府県内 プロック プロック

12 22 19 18 

48.00 48.89 50.00 56.25 

13 23 19 14 

52.00 51.11 50.00 43.75 

25 45 38 32 

17.86 32.14 27.14 22.86 

カイ 2乗検定の結果

自由度3

X'=0.534 

P =0.911 

表7 規模と組織成果の関係

20庖舗 20庖舗~ 81庖舗

未満 80庖舗 以上

24 23 24 

51.06 48.94 52.17 

23 24 22 

48.94 51.06 47.83 

47 47 46 

33.57 33.57 32.86 

カイ 2乗検定の結果

自由度2

X'=0.101 

P =0.951 

合計

71 

50.71 

69 

49.29 

140 

100.00 

上段:社

下段:%

合計

71 

50.71 

69 

49.29 

140 

100.00 

上段:社

下段:%

の業態すべてについて高業績グループと低業績

グループがほぼ均等に分布していることを示し

ている。尤度比カイ 2重検定問の結果，有意差

は検出されず Cy2=0.700，p=.873)，よって分

布にばらつきのないことが確認された。すなわ

39)分割表に対する検定であるカイ 2乗検定は，分割

表の各セルの度数が5以下の場合には必ずしも妥

当な検定方法たり得ない可能性がある。分割表の

各セJレの度数が3くらいまでの場合なら，尤度比
カイ 2乗検定を適用することにより検定可能とな

る。しかし，表5を見ると，セノレのうち度数が2

のものが含まれるため厳密な意味での仮説検証を

行うことは困難である。なお，分割表に対する検

定についての詳細は，アプトン (1978)を参照。
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高言覧車議

ち，

苦笑8 幾多線路と組織成果の関係

カイ 2乗検定の結果

自由皮3

X'=1.696 
p 士 0.638

よる総織成果の差

ないことになる。

100.00 

j二段:社

下段:%

らn

持接に，表6は 4つの営業地域すべてにつ

いて， プと低業績グループがほぼ

均等に分布していることを示しており，ま

7 l;t，小規模，中規模，大規模のすべての企業

に関して， プと プが

ほぽ均等に分布していることを示している。そ

れぞれについてカイ 2乗検定を行ったとこ

は検出きれず(それぞれど=0‘534とp=.

911， X2ェ0.101とp口 .951)，よって分布にばら

つきがないことが確認さFれた。すなわち，親模

および営業地域の栢違による車礼織成果の楚は認

められないことになる。以上より，コントロー

ル変数と組織成果の揮には有意な関係がないこ

とが明らかになっ

競争戦絡と総織成果の擦係は，表8に示され

ている。コストリーダーシップ，差郡北，コス

ト集中，差!6U北集中の各戦略について高業績グ

ノレープと紙業績グループがほぽ均等に分布して

いる O コントロール変数の場合と

乗検定をおこなったところやはり

カイ 2

は検出

されず (X2ニ1.696，pコ人638)，分布にばらつき

のないことが確認された。したがって，競争戦

鴎と経織成果の間にも手苦難な関係はないことが

明らかになった。 I節で検討したように，ポー

ターの基本戦略は，いずれも業界平均以上の組

織成果を実現し得る可能性があるとされる

戦略である。したがって，競争戦略が異なって

も組織成果に有意差が検出されなかったことは

彼の主張を支持する結果といえよう。

以上の分析から 3つのコントロール変数な

らびに競争戦絡が組織成果に対

ないことが確認されたのマ，次に 1

寵分散分析を揺いて援説2の検証を行う。検証

にあたっては，競争戦略ごとに組織成果の高い

企業グループ(潟業績グループ)と組織成果の

低い企業グループ(低業績グノレープ〉との障に

競綴腎殺の差異がみられるかどうかを分析する

ことにする。各戦略について，高業績グループ

の長思議特性と 1~業績グループの組織特性とを比

較した結果が表9に示dれている。

表9によると，コストリーダ…シップ戦略を

連求している企業では，紙業績グループと比較

して高業綾グノレ}プの方が，公式北，専門化，

配議行委主によるリ…ダーシップ， {師催注入持動

によるリーダーシップ，コントロール，コミュ

ニケーション，同一化の程震がそれぞれ有意に

こどがわかる。つまり，高い組織成果を実

しているコストリ←ダ…シップ戦略企業は，

組織構造の聞では，マニュアル等によって規期・

き・指示を明確に示しかっそれそ徹麗して

遵守させ，経営管理活畿の専門化が行われてい

る。また，経営プロセスの面では，費三躍ならび

に価値詮入行動によるリーダーシップスタイル

が発揮され，価値や欝報を組織内で共有するこ

とにより組織の統制そ行い，きらに非合式なコ

ミュニケーションスタイルによる意思疎通を行

い，また組識に対する一体感が高いということ

ができょう。

差前化戦略を追求している企業では，

グループと比較して高業績グループの方が，公

式免，髄億総入行憲舎によるリーダーシップ，コ

ントロール，コミュニケーション，同…化の棋

度がそれぞれ有意に高いことがわかる。つまり，

高い組織成果を実現している差態化戦籍企業は，
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表9 競争戦略毎の組織特性の比較(高業績グループー低業績クゅループ)

コストリーダーシ、yプ 差別化

組織特性
戦 略

F1I直
戦 略

F値
高業績低業績 高業績低業績

(n=21) (n=17) (nニ 14)(n=10) 

組織構造

公式化 1 (規則・手続き・指示の明瞭性) 4.76 3.76 13.68村* 4.29 3.50 4.56キ*

公式化2 (規則・手続き・指示の遵守度) 4.24 3.71 5.98** 4.11 3.45 2.26** 

集権化 1 (全社レベルの事項の決定階層) 2.72 2.77 0.07 2.80 2.86 0.10 

集権化2 (j吉舗レベルの事項の決定階層) l.48 l.57 0.71 l.63 l. 76 0.03 

専門化 9.47 7.81 1l.18*** 9.36 8.10 2.20 

組織プロセス

リーダーシップ1 (配慮行動) 4.65 4.19 4.66** 4.79 4.40 l.77 

リーダーシップ2 (タスク行動) 3.90 3.82 。.08 4.00 3.60 0.84 

リーダーシップ3 (価値注入行動) 4.47 3.86 6.12叫 4.43 3.70 3.49* 

コントロール(価値と情報の共有によるコントロール) 4.26 3.57 8.93*** 4.32 3.45 10.23*** 

コミュニケーション(コミュニケーションの非公式性) 3.85 3.40 3.42* 3.98 3.33 6.73** 

同一化 3.88 3.40 4.95** 4.36 3.20 11.60** 

コスト集中 差別化集中

戦略
Ffi宣

戦略
F11直

高業績低業績 高業績低業績

(n=19) (n=18) (n=16) (n=16) 

4.11 3.53 l.96 4.29 3.50 l.05 

4.00 3.42 4.00* 4.11 3.45 2.87キ

2.19 l.99 l.45 2.80 2.86 l.24 

3.35 3.30 0.15 l. 73 l. 76 0.20 

6.89 6.74 0.03 9.36 8.10 l.16 

4.39 4.21 0.67 4.79 4.40 l.57 

4.00 3.86 0.95 4.00 3.60 l.71 

4.00 3.68 l.24 4.43 3.70 l.47 

3.78 3.61 0.52 4.32 3.45 0.63 

3.70 3.40 l.55* 3.98 3.33 6.73 

3.81 3.18 9.13*ホ* 4.36 3.20 3.78* 

注) * : p< .10， 叫:p< .05， 本村:p< .01 
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組織構造の臨では，マニュアル等によって規制・ それぞれ有意に高いことがわかる。つまり，

~・指示を明確に示しており，経常プロセ

スの揺では，価値詮入行動によるリーダーシツ

プを重視し，鑑識内で価値やf警報を共有す明るこ

とで経畿の統制を行い，さらに非公式なコミュ

叫ケーションスタイルによる意思諜環を行い，

組織に対する一体感が高い報舟が見出せる。

い組織成果そ実覆しているコスト集中戦略企業

は，組織構溜の商では，マニュアル等によって

規則・手続き・指示を灘守させ，また，経営プ

ロセスの麗では，非公式なコミュニケーション

スタイルによる意思諜選後行い，組織に対する

…体感を務めているのである。

コスト集中戦略を追求している企業では，協

業績グループと比較して商業績グループの方が，

公式化，コミュニケーション，間一イじの程度が

受愛知集中化戦略を漉求している企業では， i器
業讃グループと比較して高業績グループの方が，

公式北と同一イむの程度が有意に高いことがわか

コントロール変数

業態

規模

営業地域

格対的に

重視される

競争手段

組織将校

公式化 l

公式化2

主義権化2

毒事門化

同一イ七本

高成果をと

実現する

ための

紙調議特性

コストリーグー

シツ

‘FRis苦手い

.大規模

-低価格食事まの佼入

表10 分析結燥の要約

差別化

絡

-価終競争力・繍格支 ・より掻広いメニュ

喜三カの維持 の提供

・より悩広いメニニ;:L ・ブランドの書家王立

の提供 ・新毅メニューの導入

・新規メニ品ーの導入 ・他社と異なる商品・

サービス

-より潟い -より高い

-より蕗い -より高い

-より低い -一番喜言語い

-より低い -より潟い

.<=t程度 -より高い

コスト

'FR， FFが多い
.小規模

配カの維持

-より1ftい
-より低い

-より高い

-高い室長権化 • 1賠陵注入行動を君主視 ・非公式なコミュ ケ
-配慮行動・価髄注入 したりーダーシップ ーシ司ンの霊視

行動を主軽視したリー • 1悩{僚と情報の共有を -高い組織への一体義務
夕、ーシツプ 還したコントロール

. ~緩イ蔭と情報の共有を -非公式なコミュニケ

通したコントロール ーションの重視

-非公式なコミ ニケ -高い組織への一体感

ーシ羽ンの重視

'FR， DRが喜多い

.小競機

・狭い範悶

・全国際関ではなく特

定地域での活動

-瀬容の組織化

-より低い

-…事寄f怠い

-一番低い

-潟い組織への一体感

ネ尚一化に関しては iえ配置分散分析を行った場合のみ有窓笈が検出され， 2元配畿分散分析では有窓室長が検出されな

かった。
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る。高い組織成果を実現している差別化集中戦

略企業は，組織構造の面では，マニュアル等に

よって規則・手続き・指示を遵守させ，経営プ

ロセスの面では，組織に対する一体感の程度が

低業績企業と較べて高いといえよう。

表9の分析結果を要約すると以下の3点にま

とめられる。

①コストリーダーシツプ戦略ならびに差別化

戦略を追求する企業においては，組織構造・組

織プロセスの双方に関して高業績グループ低

業績グループ聞に有意差が検出されている。

②コスト集中戦略あるいは差別化集中戦略を

追求する企業においては，一部の組織特性に関

して高業績グループー低業績グループ聞に有意

差が検出されている。

③いずれの競争戦略を採用している場合でも，

低業績グループと較べて高業績グループの組織

特性のスコアは高い。

以上の結果より，仮説2r競争戦略組織特

性聞に適合関係が存在する場合，その組織成果

はより高い」は，コストリーダーシップ戦略と

差別化戦略に関しては概ね支持されたが，コス

ト集中戦略と差別化集中戦略に関しては部分的

にしか支持されなかった。

なお，本節の主要な分析結果は表10に要約さ

れている。

W 本研究の意義と今後の課題

本研究の第1の意義は，サービス産業の一部

門に属するレストラン企業を対象として，競争

戦略が異なる場合に組織特性も異なることを明

らかにした点にある。すなわち，①コストリー

ダーシップ戦略および差別化戦略を追求する企

業の方が，コスト集中戦略および差別化集中戦

略を追求する企業よりも公式化と専門化の程度

が高い，②差別化戦略およびコスト集中戦略を

追求する企業の方が，コストリーダーシップ戦

略および差別化集中戦略を追求する企業よりも

集権化の程度が高い，③差別化戦略および差別

化集中戦略を追求する企業の方が，コストリー

ダーシップ戦略およびコスト集中戦略を追求す

る企業よりも同一化の程度が高い，という点が

明らかになった。

換言すると，公式化と専門化は，競争ターゲ

ツトの幅，すなわち広い市場セグメントをター

ゲットとするのか，狭い市場セグメントをター

ゲットとするのかによってその程度が異なると

いえよう。同一化は，競争優位のタイプ，すな

わち低コスト追求による競争優位か差別化実現

による競争優位かによってその程度が異なるこ

とがわかる。また，集権化の程度は，競争ター

ゲットの幅と競争優位のタイプの双方の影響を

受けていると考えられる。要するにポーターの

基本戦略を構成する次元と組織特性の次元との

聞に関連性があることが明らかとなったのであ

る。

本研究の第2の意義は，組織成果の決定因が

競争戦略と組織特性の聞の適合関係にあること

を示した点にある。同一の競争戦略を追求して

いる場合でも，高業績企業と低業績企業の組織

特性には有意差が認められたのである。このこ

とは，明確な競争戦略の選択のみが有効な組織

成果の実現を可能にするのではなくて，まず明

確な競争戦略を選択した上で，その競争戦略を

実行するのに適合的な組織特性が展開されるこ

とによってはじめて有効な組織成果が実現され

ることを示しているといえよう。

最後に本研究の問題点と今後の課題について

若干触れておきたい。

まず第1は，本研究における競争戦略一組織

特性間関係についての発見事実の多くが，主に

製造企業を対象として蓄積されてきた従来のコ

ンティンジェンシー理論の研究結果とは必ずし

も合致していない点である。今後，サービス企

業に関するこれらの発見事実が，いかなるメカ

ニズムで生じるのかが解明されなくてはならな

いであろう。

第2は，本研究がいわゆるクロスセクショナ

ルな研究であるため，特定時点における競争戦
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議長…組織特牲一議織成果間の解明にとどまって

いる点である。現実のレストラン企業は，日々

変fとしつつある経営環境に適応するべく行動し
ており，そのためには競争戦略も龍織特性も変

更を求められるはずである。したがつて，経営

潔境の2変芝イ化じにf枠f半手う童鱗業争戦略および

化のダイナミズム宅そ皆解明するために，動的な研

究が必要となろう。そのためには，たとえば，

各基本戦時を採用している代表的なレストラン

企業を対象にして詳据な挙制研党を試みるのも

1つの方法であろう。

3は，本研究においては調査対象がレスト

ラン企業に限定されているために，この分析結

果が， f豊のサービス企業にもそのまま妥当する

とは繰らない点である。理論の一鍛a性を高める

ためには，レストラン企業以外のサーピス企業

告とち対象とした研究が今竣必要となろう。サー

ビス産業は，交通・運輸サービス繋，金融・保

険サーどス業，情報サーピス業，教背サービス

業など実にさまざまな業種から成り立っており，

研究に轄しては，特定の業種毎に分析し，それ

らの研究成果から，サービス企業に関ずるより

一般的な命題を導出していく必要があろう。
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付録館間襲

間1:次の 1~4 の業態のレストランについて，費社は直営j吉，ブランチャイズJ;!i，その他の庖{子会社や

別会社など)をそれぞれ何庖ずつお持ちですか。庖舗数をど言記入くだ浅い。

直営活 ;フランチャイズ!古: その他の庖

1.ブアーストブ ド 底 高

2‘ファミリーレストランまたはコ ヒーシヨヴプ

3.ディナーレストラン 活; ;吉;

4.その勉{
) 11 

活; 活;

間2.費社の:i:たる営業地域はどこですか。次のうちから 1つだけ選んでO印をご記入ください。

1.都道府祭内や市内{鍔えば，札幌市)

2.単一の地域ブロック(問えば，襲来地方)

3.複数の地域ブロック〈鰐えば，関西地方と九州地方}

4. 

輯3.次の4つの記述のうち，際1でお答えいただいた，最もj吾舗数の多い主力業態に関して，過去5

高

底

庖

の費社の経営政策の特徴そ議も的確に表現していると殿、われるものはどれですか。!勾容的には重複す

る場合もあるかとは怒いますが，あえて一つだけ選ぶとすればどれかを選んでO印をご記入ください。

イプ1.当社の主力業態ぬレストラン業界的のより狭い市場区分{例えば，特定の製品.-1ナービ

ス，特定の考察層，あるいは特定の営業地域)を対象tこ，秘品・サ…ピスを開業他社よりも

低いコスト(材料費十人件費十その他の経費}で燦供している。そのために経営者は，

務の細部に関心を払い， I日式の設備を更新し，人材の効率化そ図るなどして，コストの削

減に最大限努力しているα

イプ2.当社の主力業態は，レストラン業界拘のより狭い市場区分{餅;:tば，特定の製品・サーピ

ス，特定の客層，あるいは特定の営業地域)を対象弘ユニークで魅力的な商品・サービ

スを同業他社よりも書籍い価格ぞ提供している。そのために経営者は，市場調支援，

新サービスの鍔発，商品・サービスの賓の向上な1:::に最大限努力している。

イプ3.当社の主力業態は，レストラン業界内のより広い市場窪分(例えば， 1矯広い製品・サービ

ス，多様な客層，あるいは複数の営業地域}を対象に，上言るのタイプ1と悶様，潟品・サ

ビスを罷業他社よりも低いコスト{材料費十人件費÷その他の経費〉で提供している。

イプ4.当社の主力業態は，レストラン業界内のより搭い市場区分(椀えば，幅広い製品・サービ

ス，多様な客層，あるいは複数の営業地域)を対象に，上記のタイプ2と爵様，ユニ…ク
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で魅力的な商品・サービスを提供している。

問4.以下の文章は，経営者(社長や重役)，管理者(地域・地区担当マネージャーや庖長)，従業員(パー
トタイマーも含む)の行動を記述したものです。貴社の現状に最も妥当すると思われる数字にO印を

ご記入ください。

ちま ういど いど といど そま
カヨつ えち えち おえち のつ
うた ばら なら りばら とた
く ちか しユと そか おく

がと も のと り

1.経営者や管理者の責任・権限は，マニュアル・

職務記述書・規則などによって明確かつ具体

的に規定されている。 l 2 3 4 5 

2 企業理念や経営者の方針は組織の末端まで浸

透している。 2 3 4 5 

3.経営者，管理者，従業員の聞で，多くの情報

が共有されている。 1 2 3 4 5 

4.従業員の行動は，庖長や規則(マニュアル等)

によって厳格に管理されている。 1 2 3 4 5 

5.経営者は，従業員の会社に対する一体感を高

めるように気を配っている。 1 2 3 4 5 

6.経営者は，管理者聞や庖舗聞の競争を奨励す

る。 1 2 3 4 5 

7 経営者の経営理念，哲学，主義・信条が組織

の諸制度に反映されているo l 2 3 4 5 

8.経営者は，庖舗管理者(広長)と，公式，非

公式の会合を頻繁に持っている。 1 2 3 4 5 

9.重要な情報は，通常，経営者や管理者の間で

非公式にやりとりされる。 1 2 3 4 5 

10.経営者や管理者は，会社の外でもお互いに親

交をもっている。 1 2 3 4 5 

11.従業員の会社に対する一体感が強い。 l 2 3 4 5 

12.管理者や従業員は，会社の一員であることに

魅力や誇りを感じている。 2 3 4 5 

間5.貴社では，以下の各事項に関する決定は，主に組織のどの階層でなされていますか。該当する数字に
0をご記入ください。

社長
役員 担当役員

庖長
会議 -部長

1 .各庖舗に配置する従業員(パートタイマーを

除く) 1 2 3 4 

2.パートタイマーの教育・訓練の方法 1 2 3 4 

3.庖舗毎のパートタイマーの採用・解雇 1 2 3 4 
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4. J吉舗レベルでのメニュ…やサービスの変更や

更新

5.チェーン全体のメ
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1.唐舗業務の効惑化

2.術品やすナーピスの品質管理

3.総設や設備の更新

4.低価格の食材の仕入

5.倣絡競争力や価格支華日カの維持

6.より橋広いメニニュ

7.現在提供している商品やサーどスの改善

ふ標準化によるコストの部滅

9.ブランドの確立

10.販売促進方法の改善

11.ブランチャイズではなく直営胞の増加

12.特定業者からの食材や消耗品の仕入

13.広告

14.レストラン業界内での評判1

15. 

16.市場の成長率の予測

17.新規メニューの導入

18.顧客に対するサービスの向上

19.全国際闘ではなく特定地域での営業活動

20.他社とは災なる商品やサービス

21.地域を限定した商品やサーピス

22.既存庖舗の改装

23.会長カード発行や料理教室関係などによ

客の組織化

24.新商品や新サービスの開発

25. PO Sシステム等の情報機器の導入

26.従業員の教育や説練

27.計数管理による各庖舗のコントロール
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閏8.貴社では以下の各種マニュアルが利用されていますか。利用されているものはa に，利用されていな

いものにはb にそれぞれO印をご記入ください。

1.接客マニュアル a.利用されている

2.調理マニュアル a.利用されている

3.庖舗管理マニュアル a.利用されている

4.従業員教育マニュアル a.利用されている

5.その{也のマニュアル

(具体的に

b.利用されていない

b.利用されていない

b.利用されていない

b.利用されていない

問9.貴社は，同業他者との比較で，以下の目標の過去5年間の達成度をどのように評価されますか。該当
する数字にO印をご記入ください。
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I 投下資本利益率

2.売上高成長率

3.顧客数の伸び率

4 利益額

5.売上高に占める原材料費十人件費の比率

6. Q (商品の質)， s (サービス)， c (清潔さ)
の向上・維持

7.従業員の仕事意欲

ご協力ありがとうございました。
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